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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第93期

第１四半期連結
累計期間

第94期
第１四半期連結
累計期間

第93期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （千円） 5,773,886 4,124,171 26,077,696

経常利益又は経常損失（△） （千円） △155,157 △604,816 408,670

親会社株主に帰属する当期純利益

又は親会社株主に帰属する四半期

純損失（△）

（千円） △80,210 △414,945 141,933

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △192,530 △478,983 345,186

純資産額 （千円） 9,837,462 9,201,653 9,809,175

総資産額 （千円） 19,708,962 17,332,566 19,098,435

１株当たり当期純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（△）
（円） △5.47 △32.28 9.78

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 47.6 50.7 48.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、第93期は潜在株式が存在していないため、第93期

第１四半期連結累計期間及び第94期第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失を計上しており、また

潜在株式が存在していないため、記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、該当事項はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

　当社グループは、事業の関係から、情報通信機器、工事保守の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中して

いるため、第１四半期から第３四半期における各連結会計期間の売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高

が多くなるといった季節的変動がありますが、今般は特にスマートメーター・スマートグリッド関連機器の売上が

通年を通して平準化されていることから、同変動が緩和する傾向にあります。

　当第１四半期連結累計期間の日本経済は、海外経済における不確実性リスクは依然として継続しているものの、

企業の設備投資や雇用環境の改善等を背景に緩やかな回復基調にあります。

　当社をとりまく市場動向につきましては、主要顧客である電力業界における原子力発電所の稼働停止等による発

電コスト増大の影響が長期にわたり継続しており、またここ数年来継続しておりました当社に関連する電力自由化

に伴うスマートメーター・スマートグリッド関連機器への投資も一巡しました。

　当第１四半期連結累計期間の売上高につきましては、ネットワーク工事保守が堅調に推移したものの、情報通信

機器製造販売が大幅に減少したため、41億24百万円（前年同期比28.6％減）となりました。

　損益につきましては、営業損益は６億39百万円の損失（前年同期比４億47百万円損失増）、経常損益は６億４百

万円の損失（前年同期比４億49百万円損失増）、親会社株主に帰属する四半期純損益は４億14百万円の損失（前年

同期比３億34百万円の損失増）となりました。

 

　以下、セグメントの概況をご報告いたします。

 

〔情報通信機器製造販売〕

　スマートメーター・スマートグリッド関連機器が大幅に減少したため、売上高は前年同期より42.2％減の24億

88百万円となり、セグメント損益につきましては、２億63百万円の損失（前年同期比５億17百万円減）となりま

した。

 

〔ネットワーク工事保守〕

　光通信線路工事が増加したため、売上高は前年同期より11.1％増の16億35百万円となり、セグメント損益につ

きましては、３億86百万円の損失（前年同期比74百万円の損失減）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

（資　産）

　当第１四半期連結会計期間末における資産の残高は、前連結会計年度末に比べ17億65百万円減少し173億32百

万円となりました。これは主に、仕掛品が10億76百万円増加したものの、受取手形及び売掛金の回収により29億

14百万円減少したことによります。

 

（負　債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債の残高は、前連結会計年度末に比べ11億58百万円減少し81億30百万

円となりました。これは主に、支払手形及び買掛金が２億62百万円減少、短期借入金の返済により４億円減少、

賞与引当金が３億65百万円減少したことによります。

 

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末に比べ６億７百万円減少し92億１百

万円となりました。これは主に、配当金の支払１億28百万円及び親会社株主に帰属する四半期純損失４億14百万

円を計上したことによります。
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(3) 経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が定めている経営方針・経営戦略等

について、重要な変更はありません。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な

変更はありません。

 

　当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法施

行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①　株式会社の支配に関する基本方針についての内容の概要

　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特

定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確

保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規

模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。

　ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができ

ない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なう虞のあるものや、当社グ

ループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必

要な情報が十分に提供されないものもありえます。

　そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のため

に、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えています。

 

②　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組み

　当社は、平成28年６月28日開催の第92期定時株主総会において、株主の皆様に承認いただき「当社株式等の

大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下、「本プラン」）を導入いたしました。

　本プランは、以下の通り、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者（以下、「買付者等」）が遵守す

べきルールを策定するとともに、一定の場合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行おう

とする者に損害が発生する可能性があることを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益に資さない買付者等に対して、警告を行うものです。

　また、本プランでは、対抗措置の発動等にあたって、当社取締役会の恣意的判断を排除し、取締役会の判断

及び対応の客観性、合理性を確保するための機関として独立委員会を設置し、発動の是非について当社取締役

会への勧告を行う仕組みとしています。

　本プランで定める買付ルール（以下、「本ルール」）は以下のとおりであります。

イ．当社取締役会は、買付者等に対して、大規模買付け等の実行に先立ち、当該買付者等が大規模買付け等

に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面の提出を求めます。

ロ．当社取締役会は、買付者等に対して、大規模買付け等に対する株主及び投資家の皆様のご判断並びに当

社取締役会の評価・検討等のために必要かつ十分な情報の提供を求めます。

ハ．当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び

代替案立案のための期間を設定し、速やかに開示いたします。

二．独立委員会は、取締役会評価期間内に、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立

案と並行して、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非に関する勧告を行うものとします。

ホ．当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし、当該勧告を踏まえて当社の企業価値・

株主共同の利益の確保・向上という観点から、速やかに新株予約権発行等の対抗措置の発動又は不発動の

決議を行うものとします。
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③　上記取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

　当社取締役会は、本ルールの設計にあたり、以下の原則を充足することを確認することにより、本ルールが

前記基本方針に従い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させる目的に資するものであると

考えております。

 

イ．企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則

　本プランは、当社株式等に対する大規模買付け等がなされる際に、当該大規模買付け等に応じるべきか

否かを株主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保

し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共

同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。

 

ロ．事前開示・株主意思の原則

　本プランは、平成28年６月28日開催の第92期定時株主総会において株主の承認を得たうえで導入してお

ります。今後の当社株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなされた場合には、本プランも当

該決議に従い変更又は廃止されることになります。従いまして、本プランの導入及び廃止には、株主の皆

様のご意思が十分反映される仕組みとなっています。

 

ハ．必要性・相当性確保の原則

a.　独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示の徹底

　当社は、本プランに基づく大規模買付け等への対抗措置の発動等に関する取締役会の恣意的判断を排

し、取締役会の判断及び対応の客観性及び合理性を確保することを目的として独立委員会を設置し、当

社取締役会は、対抗措置の発動又は不発動の決議に際して独立委員会の勧告を最大限尊重いたします。

　また、当社は、独立委員会の判断の概要について株主及び投資家の皆様に情報開示を行うこととし、

当社の企業価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保していま

す。

b.　合理的な客観的発動要件の設定

　当社は、本プランに基づく大規模買付け等への対抗措置の発動等に関する取締役会の恣意的判断を排

し、取締役会の判断及び対応の客観性及び合理性を確保することを目的として独立委員会を設置し、当

社取締役会は、対抗措置の発動又は不発動の決議に際して独立委員会の勧告を最大限尊重いたします。

　また、本プランは、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されて

おり、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。

c.　デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

　本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止するこ

とができるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成

員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

　また、当社の取締役の任期は１年であり、期差任期制を採用していないため、本プランはスローハン

ド型買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに

時間を要する買収防衛策）でもありません。

 

(5) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における研究開発費の金額は、１億80百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 54,800,000

計 54,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,700,000 14,700,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数
1,000株

計 14,700,000 14,700,000 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年４月１日
～

平成29年６月30日
－ 14,700,000 － 2,708,389 － 1,442,759

 

(6) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　1,846,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 12,828,000 12,828 －

単元未満株式 普通株式　　　 26,000 － －

発行済株式総数 14,700,000 － －

総株主の議決権 － 12,828 －

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

大井電気株式会社
神奈川県横浜市港北区
菊名７丁目３－16

1,846,000 － 1,846,000 12.58

計 － 1,846,000 － 1,846,000 12.58

　（注）当第１四半期連結会計期間末日の自己株式数は1,846,131株であります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,793,218 4,682,580

受取手形及び売掛金 5,160,296 2,245,831

電子記録債権 422,266 509,868

商品及び製品 292,839 350,536

仕掛品 1,856,460 2,932,578

原材料及び貯蔵品 133,763 166,850

その他 887,919 921,745

貸倒引当金 △11,872 △4,180

流動資産合計 13,534,890 11,805,810

固定資産   

有形固定資産 3,009,734 2,956,744

無形固定資産 344,581 353,482

投資その他の資産   

その他 2,210,084 2,217,385

貸倒引当金 △856 △856

投資その他の資産合計 2,209,227 2,216,528

固定資産合計 5,563,544 5,526,755

資産合計 19,098,435 17,332,566
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,255,314 1,992,317

電子記録債務 94,338 96,310

短期借入金 550,000 150,000

未払法人税等 45,531 25,197

未払消費税等 53,845 39,393

賞与引当金 723,144 357,333

役員賞与引当金 21,375 －

工事損失引当金 21,000 103,513

その他 1,608,427 1,517,409

流動負債合計 5,372,977 4,281,475

固定負債   

役員退職慰労引当金 114,375 106,786

退職給付に係る負債 3,697,909 3,637,447

資産除去債務 85,613 85,613

その他 18,383 19,589

固定負債合計 3,916,281 3,849,437

負債合計 9,289,259 8,130,912

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,708,389 2,708,389

資本剰余金 1,447,910 1,447,910

利益剰余金 5,873,318 5,329,834

自己株式 △571,249 △571,249

株主資本合計 9,458,368 8,914,884

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 177,824 199,848

退職給付に係る調整累計額 △339,895 △324,263

その他の包括利益累計額合計 △162,071 △124,415

非支配株主持分 512,878 411,184

純資産合計 9,809,175 9,201,653

負債純資産合計 19,098,435 17,332,566
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 5,773,886 4,124,171

売上原価 4,829,093 3,610,164

売上総利益 944,792 514,007

販売費及び一般管理費 1,136,700 1,153,108

営業損失（△） △191,907 △639,101

営業外収益   

受取利息 68 554

受取配当金 8,816 9,058

受取賃貸料 14,253 13,825

貸倒引当金戻入額 8,390 7,691

その他 7,220 5,970

営業外収益合計 38,750 37,100

営業外費用   

支払利息 458 664

為替差損 － 800

その他 1,542 1,348

営業外費用合計 2,000 2,814

経常損失（△） △155,157 △604,816

特別利益   

受取補償金 － 13,662

特別利益合計 － 13,662

税金等調整前四半期純損失（△） △155,157 △591,154

法人税等 42,056 △77,325

四半期純損失（△） △197,213 △513,828

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △117,002 △98,883

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △80,210 △414,945
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純損失（△） △197,213 △513,828

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △11,238 22,935

退職給付に係る調整額 15,921 11,909

その他の包括利益合計 4,683 34,845

四半期包括利益 △192,530 △478,983

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △66,821 △377,289

非支配株主に係る四半期包括利益 △125,709 △101,694
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１．保証債務

　従業員の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

（被保証先）

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

従業員（借入債務） 2,372千円 従業員（借入債務） 2,243千円

 

　２．偶発債務

当第１四半期連結会計期間（平成29年６月30日）

　当社は、公正取引委員会から受けた排除措置命令及び課徴金納付命令に関連する損失が発生する可能性があり

ますが、現時点ではその金額を合理的に見積もることは困難であります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　当社グループの売上高は、事業の関係から、通信機器、工事保守の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集

中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半期連結

会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 107,391千円 105,854千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月25日

取締役会
普通株式 146,738 10 平成28年３月31日 平成28年６月13日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月12日

取締役会
普通株式 128,538 10 平成29年３月31日 平成29年６月12日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 

情報通信機器
製造販売

ネットワーク
工事保守

売上高    

外部顧客への売上高 4,301,538 1,472,347 5,773,886

セグメント間の内部売上高又は振替高 38,710 69,560 108,270

計 4,340,249 1,541,907 5,882,157

セグメント利益又は損失（△） 254,218 △460,918 △206,699

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 △206,699  

セグメント間取引消去 14,791  

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △191,907  

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 

情報通信機器
製造販売

ネットワーク
工事保守

売上高    

外部顧客への売上高 2,488,210 1,635,961 4,124,171

セグメント間の内部売上高又は振替高 92,150 55,306 147,457

計 2,580,361 1,691,267 4,271,628

セグメント損失（△） △263,206 △386,743 △649,950
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 △649,950  

セグメント間取引消去 10,848  

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △639,101  

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △5円47銭 △32円28銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△80,210 △414,945

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）
△80,210 △414,945

普通株式の期中平均株式数（千株） 14,673 12,853

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成29年５月12日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ) 配当金の総額 ……………………………………… 128,538千円

(ロ) １株当たりの金額 ………………………………… 10円

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日 ………… 平成29年６月12日

（注）　平成29年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月10日

大井電気株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鹿島　寿郎　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 須山　誠一郎　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大井電気株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大井電気株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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